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次元の異なる少子化対策

7



8



9



10



11



12



保育三団体協議会の取り組み
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R5幹事団体は日保協



令和４年度 保育三団体協議会(1)
日程 議題

令和4年4月13日 保育関係予算・制度に向けた要望 参議院自由民主党政策審議会 ヒアリング（要望書提出）

令和4年4月19日 保育関係予算・制度に向けた要望 自民党社会福祉議員連盟 ヒアリング（要望書提出）

令和4年５月30日 (1)令和5年度保育関係予算・制度等に向けた要望活動について
(2)令和4年度保育三団体協議会の取り組みについて

令和4年6月10日 令和５年度保育関係予算要望  厚生労働省・内閣府・関係議員への提出

令和4年6月29日 内閣府 臨時特例交付事業の10月以降の取り扱い 事前レク

令和4年7月6日
(1)子ども・子育て会議（第61回）の議題等について
(2)物価高騰に係る緊急要望について
(3)意見交換

令和4年7月22日 急激な物価変動に係る経費上昇に関する要望
厚生労働大臣 及び 自由民主党厚生労働部会長 要望書提出

令和4年9月30日
(1)子ども・子育て会議（第62回）の議題等について
(2)令和５年度に向けた予算等要望について
(3)意見交換

令和4年10月28日 ＜コア会議＞
(1)保育を巡る諸課題についての意見交換
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令和４年度 保育三団体協議会(2)
日程 議題

令和4年10月31日 保育関係予算・制度に向けた要望
自民党全国保育関係議員連盟総会（資料として要望書提出）

令和4年11月11日 令和５年度保育関係予算要望  厚生労働省・内閣府・財務省・こども家庭庁設立準備室・関係議員への提出

令和4年11月11日 保育関係予算・制度に向けた要望
自民党社会福祉推進議員連盟総会（資料として要望書提出）

令和4年12月５日 (1)子ども・子育て会議（第63回）の議題等について
(2)意見交換

令和5年1月27日 (1)子ども・子育て会議（第64回）の議題等について
(2)意見交換

令和5年2月15日 保育関係予算・制度に向けた要望
自民党全国保育関係議員連盟総会（資料として要望書提出）

令和5年2月27日 保育施策・制度等に向けての提言
自民党「こども・若者」輝く未来実現会議（資料として提言書提出）

15



人勧及び処遇改善について
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安心こども基金
において創設

保育緊急確保事業
で事業継続

＋約３％

(月額約0.9万円)

計 ＋約５％

(月額約1.5万円)
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※処遇改善等
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(賃金改善要件分)
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公定価格に組込み
（恒久化）

（改善率）

※ 処遇改善等加算（賃金改善要件分）は、平成25、26年度においては「保育士等処遇改善臨時特例事業」により実施
※ 各年度の月額給与改善額は、予算上の保育士の給与改善額
※ 上記の改善率は、各年度の予算における改善率を単純に足し上げたものであり、24年度と比較した実際の改善率とは異なる
※ 「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」による処遇改善は、令和４年２～９月は「保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業」により実施。令和４年10月以降は

公定価格により実施（恒久化）

保育士等の処遇改善の推移
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ケージ（Ｒ元～）
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０．７兆円メニュー
（消費税財源）
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 (賃金改善要件分)
消費税財源

人事院勧告に
準拠した改善
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コロナ克服・新時代開拓
のための経済対策（処遇
改善等加算Ⅲ）

程度

程度

技能・経験に着目した更なる処遇改善（処遇改善等加算Ⅱ）

計 ＋約11％
 ＋最大４万円

(月額約3.5万円
＋最大４万円)

計 ＋約12％
 ＋最大４万円

(月額約3.8万円
＋最大４万円)

計 ＋約14％
＋最大４万円

(月額約4.5万円
＋最大４万円)

計  ＋約14％
 ＋最大４万円

(月額約4.4万円
＋最大４万円)

計  ＋約17％
 ＋最大４万円

(月額約5.3万円
＋最大４万円)

計 ＋約18％
＋最大４万円

(月額約5.7万円
＋最大４万円)

〈各年度内訳〉

H26   ：＋2.0％
H27   ：＋1.9％
H28   ：＋1.3％
H29   ：＋1.1％
H30   ：＋0.8％
R元   ：＋1.0％
R２   ：▲0.3％
R３   ：  0.0％
R４(当初) ：▲0.9％
R４(補正) ：＋2.1％
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令和５年度保育関係予算案の概要

一部抜粋



保 育 体 制 強 化 事 業

○ 清掃業務や遊具の消毒、給食の配膳、寝具の用意、片付け、外国人の児童の保護者とのやりとりに係る通訳や、園外活動時の見守り等
といった保育に係る周辺業務を行う者（保育支援者）の配置の支援を行い、保育士の業務負担の軽減を図る。

（１）保育支援者の配置
保育支援者は、保育士資格を有しない者で、保育に係る次の周辺業務を行う。
ア 保育設備、遊ぶ場所、遊具等の消毒・清掃 イ 給食の配膳・あとかたづけ ウ 寝具の用意・あとかたづけ
エ 外国人の児童の保護者とのやりとりに係る通訳及び翻訳 オ 児童の園外活動時の見守り等 カ その他、保育士の負担軽減に資する業務

（２）児童の園外活動時の見守り等
保育支援者又は安全管理に知見を有する者として市町村が認めた者（いわゆる「キッズ・ガード」）が、散歩等の園外活動時において、散歩の経路、

目的地における危険箇所の確認、道路を歩く際の体制・安全確認等、現地での児童の行動把握などを行う。

（３）スポット支援員の配置
既存事業の保育に係る周辺業務を行う者（保育支援者）の配置に加え、登園時の繁忙な時間帯やプール活動時など一部の時間帯にスポット的に支援

者を配置する場合も補助する。※（１）と合わせて補助する場合は、（１）の職員とは別に加配することを要件とする。

【実施主体】 市区町村が認めた者

【補助基準額】 １か所当たり 月額100千円
※1 保育支援者が「園外活動時の見守り等」にも取り組む場合 １か所当たり 月額145千円

・勤務時間の上乗せ及び傷害保険加入料を追加
＊保育支援者が、市区町村が認めた交通安全に関する講習会等に参加することを要件とする

 ※2 キッズ・ガードに謝金を支払う場合又は園外活動時の見守り等を委託する場合 １か所当たり 月額 45千円
 ※3 スポット支援員の配置を行った場合 １か所当たり 月額 45千円

【補助割合】 国：１／２、都道府県：１／４、市区町村：１／４
  国：１／２、市区町村：１／２

【対象施設】 保育所、幼保連携型認定こども園

【実施要件】 保育士の業務負担が軽減される内容や、職員の雇用管理や勤務環境の改善に関する取組等を記載した実施計画書を提出すること

⇒ 園児の見落とし等による事故を防止するため、園外活動時の見守り等を行う保育支援者を配置する場合の補助（１箇所当たり月額45千円）
の対象施設に、小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業及び幼稚園型認定こども園を追加【拡充】

⇒ スポット支援員の配置に係る対象施設は、児童の園外活動時の見守り等に係る対象施設と同様

１．施策の目的

２．施策の内容

３．実施主体等

＜保育対策総合支援事業費補助金＞
令和５年度当初予算（案） 457億円の内数（453億円の内数）
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令和５年度における
公定価格の見直しについて
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関連情報
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保育所等における常勤保育士及び短時間保育士の定義について

○ 保育士の勤務形態の多様化に対応し、保育士確保を円滑に行う観点から、最低基準上
の保育士定数は、こどもを長時間にわたり保育できる常勤の保育士であることが原則で
あるとの考え方は維持しつつ、短時間勤務の保育士の定義を見直し、併せて常勤の保育
士の定義を明確化

定義

常勤保育士 ①当該保育所等 の 就業 規則 において定められている常勤の従業者が
勤務すべき時間数（ １ か月 に勤務すべき時間数が 120 時間 以上である
ものに限る 。） に達している者

②上記以外の 者であって 、 １日６時間以上かつ月 20 日以上 勤務する 
もの

短時間保育士 上記のいずれにも 該当しない者

令和５年４月21日・こども家庭庁成育局長通知
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小規模保育事業における３歳以上児の受入れ について

○ 小規模保育事業について、こどもの保育の選択肢を広げる観点から、全国において、
３歳未満児を対象とする小規模保育事業において満３歳以上の幼児を受け入れることに
ついて、市町村がニーズに応じて柔軟に判断できることとしました

事業者向け FAQ（よくある質問）【第７版】

Ｑ７）小規模保育事業の対象は、原則として３歳未満児とされているのは何故ですか。また、３歳
以上児の受け入れが認められるのはどのような場合ですか。

３歳児以降は、子どもの人数の多い集団の生活の中で育つことが発達段階として重要であることから、
小規模保育事業の対象は、原則として３歳未満児としています。（他の地域型保育事業も同様）

ただし、例えば、過疎地やへき地などで近くに教育・保育施設（幼稚園、保育所、認定こども園）がない
場合や、きょうだいで別々の施設に通園せざるを得ない場合、集団生活を行うことが困難である場合など、
保育の体制整備の状況その他の地域の事情を勘案して、３歳以上児の保育が必要な場合には、３歳以
上児を受け入れることも可能です。

令和５年４月21日・こども家庭庁成育局長通知



おわりに

ご清聴いただき、ありがとうございました。
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